市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：介護タクシーの復活を
（問）田沼で単身車いす生活をされている方から相談を頂いた。市立病院へはこれまで1割負担の介護タクシーで430円だったが、事業者が撤退4倍の負担となり、通院回数を減らしているという命に関わる問題であった。従来の介護タクシーの利用実績は。
（答）令和4年4月～令和5年2月まで、延べ3377人の利用があった。

（問）タクシー業界は人手不足の上、介助作業を必要とする人材を採用してまで事業を実施できる余裕がない。ニーズも高く、介護保険制度のみの考えではなく行政全体の課題として解決すべき問題では。

（答）令和5年から「自家用有償旅客輸送」の権限を市が受けている。この仕組みを利用して、介護タクシーに準ずる福祉有償運送などの輸送サービスの構築に取り組む。

標題2：行政のデジタル化で市の課題は解決するか（問）デジタル自治体の”パスポート”として導入されたマイナカードは相次ぐ情報漏洩で国民の信頼は地に落ちている。この上、紙の保険証廃止に伴う国保事務、戸籍のフリガナ記載などカードの機能拡大で自治体職員へ過大な負担を強いる。これのどこが「便利な行政運営」「誰一人取り残さない社会」か。
（答）新たに様々な業務が想定される。混乱のないように事務を進め、市民への周知支援を行う。

（問）「行政のデジタル化」は、8年前、安倍政権が合計特殊出生率の向上、東京一極集中の是正を二大目標として策定した”地方創生”のバージョンアップの位置づけであるが、現実は逆。地方が持つ様々な問題にデジタルが「魔法の杖」の如く解決するように言っているが、手段の一つに過ぎない。
（答）地域産業には限界がありICTコンソーシアムなど新たな産業づくりに取り組み人口誘導する

（問）デジタルに関連した施策に国が交付金を出す仕組みは、住民自ら考える地方自治の原点がない。GIGAスクール（国費で小中学校全生徒にタブレット支給）は、学力向上、教員多忙化解消を目的とされたが、これも事実は逆。教育現場から出されたものではないのが原因ではないか。

（答）デジタルが全てを解決するとは考えていない。

